
介護予防・日常生活支援総合事業 

及び生活支援体制整備事業の取組み 
 

柏市保健福祉部 

 福祉活動推進課 ・ 高齢者支援課 

資料 ５ 

Ｈ29.2.23 
1 



2 

 総合事業の全体像 



 介護予防・生活支援サービス事業の移行状況 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・通所リハビリテーション 

・短期入所療養介護 

・居宅療養管理指導 

・特定施設入所者生活介護 

・短期入所者生活介護 

・訪問入浴介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型共同生活介護 

・福祉用具貸与 

・福祉用具販売 

・住宅改修       など 

 

  ・訪問介護 

  ・通所介護 

従来通り 

予防給付 

サービスA（基準緩和） 

有償・無償 

１～２割負担 

相当サービス（従来通り） 

 サービスB（住民主体） 

１～２割負担又は定額 

専門的なサービスとして従来の単価を踏襲 

担い手と単価を市が独自に設定 

住民団体を支援して多様なサービスを提供 

 サービスC（短期集中） 

医療専門職による集中的な短期サービス 
二次予防事業 

１～２割負担又は定額 

介護予防給付 

介護予防・生活支援サービス事業 

平成２８年 

２月から 

平成２８年 

８月からプラン 

未実施 

平成２８年 

４月から補助 
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 介護予防・日常生活支援総合事業への移行周知 

市民への周知 

① 総合事業パンフレットの配布 

   平成２８年２月，対象者に郵送 

② 市広報への掲載 

   ２月１日号に特集記事 

     多様なサービスについて周知   

事業者等への周知 

① 総合事業の概要説明及びアンケート調査 

   平成２７年７月 訪問介護・通所介護 

② 指定基準・報酬単価の説明 

   平成２７年１１月 サービスAの指定手続 

相当・サービスA 

住民主体 

① 支えあい活動の補助金制度の説明 

   平成２８年５月 NPO・地縁団体 

② ケアマネジメントの説明 

   平成２８年７月 居宅介護支援事業者 4 



 介護予防・生活支援サービス事業の人材育成 
柏市訪問型生活支援サポーター（かじサポ）養成研修 

講    座 内         容 講  師 

１
日
目 

介護保険制度と総合事業 介護保険制度と総合事業の制度理解 柏  市 

高齢者の特性 高齢者の心身特性や健康管理，権利擁護 地域包括支援センター 

利用者への接し方 対人援助のマナーやコミュニケーション技能 千葉県介護福祉士会 

生活支援の実際 掃除・買い物・洗濯・調理等の活動内容と心得 訪問介護事業者 

２
日
目 

ケアプランとサービス提供 要支援のケアプランと自立支援の理解 介護支援専門員協議会 

認知症の理解と対応 認知症の特性や適切な対応を学ぶ 認知症認定看護師 

リスク管理 緊急時の対応と救急処置の理解 消防署 

かじサポの心得 実際に就労する際の心得と対応方法 社会福祉協議会 

無料職業紹介 サービスA及び助け合い活動団体の情報提供 社会福祉協議会 

※ 希望により追加研修あり （２日間 ； 訪問介護事業所での見学実習，実習の振り返りグループワーク） 

  年度・実施回数 人数 

 かじサポ養成状況 
平成２７年度  ２回       ７０人 

平成２８年度  ６回       １００人 5 



 介護予防・生活支援サービス事業の現状① 

要介護（支援）認定者及び総合事業対象者の状況（平成２８年12月末） 

要介護（支援）認定者 

要支援１ 要支援２ 要支援計 要介護計 合 計 

第１号被保険者 ２，０６３ １，５８０ ３，６４３ １１，０７５ １４，７１８ 

第２号被保険者 ２７ ２６ ５３ ３３２ ３８５ 

計 ２，０９０ １，６０６ ３，６９６ １１，４０７ １５，１０３ 

（参）平成２８年１月末 ２，０７４ １，５７０ ３，６４４ １０，９３９ １４，５８３ 

総合事業対象者 

（人） 

３１１人 
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 介護予防・生活支援サービス事業の現状② 

介護予防・生活支援サービスの利用状況 （平成２８年１１月サービス利用件数） 

訪問型サービス 

事業所数 利用件数 

 介護予防訪問サービス（相当サービス） ８７ （１１） ６６１ 

 生活支援訪問サービス（サービスＡ） ２２ １８ 

 たすけあいサービス（サービスＢ） ３４ － 

 介護予防訪問介護 ９０ １０５ 

通所型サービス 

事業所数 利用者数 

 介護予防通所サービス（相当サービス） １０３ （２１） １，１５８  

 介護予防通所介護 １０２ ２０６ 

総合事業に移行した事業所 

平成２８年１月 みなし移行 

 介護予防訪問介護 ８７ ７６  

 介護予防通所介護 １００ ８２ 

（事業所，件） 

（事業所，件） 

（事業所） 

※（ ）は，平成２８年４月１日以降の指定事業所 

※（ ）は，平成２８年４月１日以降の指定事業所 
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 介護予防・生活支援サービス事業の現状③ 

サービス区分 
平成２８年度 

平成２７年度 
１２月審査まで 年度末見込 

  訪問予防介護 ５２，７３７，６４１                 ５３，１７０，０００             １４１，７０５，７８４ 

  訪問型サービス ５６，４２０，３３８ ９５，３２８，０００ ７４５，０８５ 

    小   計 １０９，１５７，９７９ １４８，４９８，０００ １４２，４５０，８６９ 

  通所予防介護 １３１，０６１，４６６ １３４，４９２，０００ ３３０，４０１，４２１ 

  通所型サービス １４６，５９６，７６９ ２５０，８７２，０００ １，５５８，３３４ 

    小   計 ２７７，６５８，２３５ ３８５，３６４，０００ ３３１，９５９，７５５ 

  介護予防支援 ５８，５４５，１５０ ７０，８５１，０００ １０３，２４７，６３４ 

 予防ケアマネジメント ２９，８２５，６４８ ５８，４５６，０００ １，３７９，９５８ 

    小   計 ８８，３７０，７９８ １２９，３０７，０００ １０４，６２７，５９２ 

  予防給付費計 ２４２，３４４，２５７ ２５８，５１３，０００ ５７５，３５４，８３９ 

  総合事業費計 ２３２，８４２，７５５ ４０４，６５６，０００  ３，６８３，３７７ 

    合   計 ４７５，１８７，０１２ ６６３，１６９，０００ ５７９，０３８，２１６ 

サービス給付費 
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（円） 



 １ 総合事業対象者数（要支援認定者を含む） 

   平成２６年度の要支援者の伸び率及び平成２７年度の要支援者と総合事業対象
者の伸び率は，約１０％で推移。平成２８年度も同様の伸び率となる見込み。 

 ２ 介護事業所 
    移行前とほぼ同数の事業所数が確保され，サービスが不足したり，事業所を変
更するような問題は発生していない。 

 ３ サービス利用 
    移行前と同種の「相当サービス」がほとんどで，新たな生活支援訪問型サービス

の利用は僅かな状態。    

 

 介護予防・生活支援サービス事業の現状④ 

総合事業への移行状況 

大きな混乱なく移行できたが，新たな生活支援サービスの利用促進が課題 

 

全体の傾向 
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 介護予防・生活支援サービス事業の課題 

１ 新たなサービスの利用促進 
 ・ 継続利用者は，多様なサービスにつながりにくい。 

 ・ かじサポ研修修了者の状況 

    修了者 170名 → 求職希望者 ２４名 → 就職者 ９名 

     そのほか，たすけあいサービス（サービスB）の担い手 
 

 

２ 効果のある通所型サービスの構築 
 ・ 緩和型サービスAの構築 

   既存事業者によるサービス提供には，独自スペースの確保が必要 

   サービス単価などの関係から参入意向が低い。 

  
 

３ 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメント 
 ・ 緩和型サービスAの利用促進に向けた適切なケアマネジメント 

（かじサポ研修･リスク管理） 
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＜今後のフレイル予防の推進＞ 

 １ フレイル予防の普及啓発 
   ・ 出現率の低下 ； 要介護認定者数の抑制 ＝ 実践者の増加 

   ・ 誰もが参加しやすい環境づくり  

    ①住まいの近くで，②費用がかからず，③みんなで楽しく 

    ④地域の繋がり（口コミ・働きかけ）を活用し，潜在者の掘り起こし  

 ２ 効果的なプログラムの提供 
  ・ 動機付け（自分ごと化）のフレイルチェック 

  ・ 各リスクやニーズに応じた実践プログラム 

 ３ 長期的な視点による取組み  

  ・ 予防効果が高い早期からの多様な機会の提供 

  ・ ９０歳になっても地域との繋がり（社会参加）を！ 

要介護認定者数の出現率の低減 

介護保険給付費＝保険料の抑制 

柏市における一般介護予防事業の方向 
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地区社会福祉協議会 
・支えあい会議 

地区社会福祉協議会 
・支えあい会議 

地区社会福祉協議会 
・支えあい会議 

地区社会福祉協議会 
・支えあい会議 

Ａ地区高齢者等 Ｂ地区高齢者等 Ｃ地区高齢者等 D地区高齢者等 

フレイル予防の推進体制 

           柏フレイル予防プロジェクト２０２５推進委員会 
  
 
 
アドバイザー：柏市医師会，柏歯科医師会，柏市薬剤師会， 
         東京大学高齢社会総合研究機構 
委員：ふるさと協議会，社会福祉協議会，民生委員児童委員，健康づくり推進員， 
    スポーツ推進委員，健康づくり活動団体，東葛北部在宅栄養士会， 
    在宅リハビリテーション連絡会，地域包括支援センター，学識経験者，柏市 
事務局：柏市（福祉政策課，福祉活動推進課） 
柏市推進部署：保健福祉部，保健所，生涯学習部，市民生活部 
           地域づくり推進部，企画部 など 

フレイル予防の普及・啓発と効果的な推進，地域における市民主体の活動
の促進，フレイル予防に係る関係機関の連携・調整等について協議を行う。 
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柏市が取り組むフレイル予防事業 

地域で活動を推進する人材の養成 

①フレイル予防に基づく講座の開催 

  ● 運動 

   ロコモフィットかしわ， 

   脳トレウォーキング等 

  ● 栄養 

   口腔ケア等 

  ● 社会参加 

   「通いの場」での交流， 

   地域での交流促進 

 

②フレイル予防・健康づくり出前講座 

   「フレイルチェック」から運動・栄養に関わるプログラム（地域リハビリテーション活動支 

  援事業を含む）を地域サロンや各種グループで実施 

 

（ロコモフィットかしわ） 

市民主体で取り組む総合的な一次予防 フレイルチェック 
（気づき・自分ごと化） 

栄養 
食・口腔機能 

運動 社会参加 

日常生活 

の活発化 

実践 

再確認 

 ● 市民サポーター等の養成 

   フレイルチェックやウォーキング講座を担う各種市民サポーターを養成 

 ● 「通いの場」の担い手に対するフレイル予防研修 

   運動・栄養・認知症予防等の簡単なエクササイズを提供 



地域におけるフレイル予防の推進 

①専門職による効果的なフレイル予防 

  高齢者の健康づくりを専門職機能を活かして， 

 フレイルチェックを含む介護予防教室を開催。 

     （各包括ごとに年６回以上） 
②市民主体のフレイル予防活動への支援 

  地域サロンやコミュニティカフェ等の「通いの場」 
  における講師や他事業と連携した住民主体の 

  活動を支援。 

③フレイル予防活動を通じた地域づくりの推進 

  地域ネットワーク会議や地区社会福祉協議会等との連携を通じて，地域のつながり 

 （信頼・ ネットワーク＝ソーシャルキャピタル）を強め，健康な地域づくりを進める。 

（包括主催の介護予防教室・柏西口） 

フレイル予防と地域包括支援センターの役割 

地区社会福祉協議会 

支えあい会議 

サロン 

サークル 

サロン 

サークル 

サロン 

サークル 

地域包括 

支援センター 

介護予防 

センター 

連携 
講師派遣 

事業調整 
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介護支援サポーターの状況 

サポーター ； １１３５人 

受入施設 ； １９４施設・団体 

活動 確認 

申請 

登録 

申請 

研修会 

参 加 
登録 

交付金申請 

交付金支出 

事務委託 

受入施設 ポイント数 

地域サロン等   ２２，５６０ 

介護施設等   １５，０７１ 

医療機関      ７６８ 

   計   ３８，３９９ 

区  分 実  績 

交付金申請者   ７５０人 

交付金支出額  ２，６３３千円 

＜介護支援サポーター活動状況＞ 

サポーター活動 １時間 

       ＝ １スタンプ 

スタンプ数 金 額 

１０～１９ １千円 

２０～２９ ２千円 

３０～３９ ３千円 

４０～４９ ４千円 

   ５０以上 ５千円 

奨励金の基準 
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■ 

 

 

柏市社会福祉 

協議会 



朝日新聞掲載記事 

 平成29年2月9日 16 

参考） 
フレイル予防プログラム 

（ロコモフィットかしわ） 
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  生活支援・ 
介護予防サービス 

住民が主体の支えあい 

・地域サロンの開催 

・見守り・安否確認 

・外出支援 

・買物・調理・掃除など 

・介護者支援 等 

高齢者の社会参加 

（一般介護予防） 
・いきがい就労 

・趣味活動 

・健康づくり活動･地域活動 

・介護・福祉以外の 

 ボランティア活動 等 

生活支援 

担い手 

としての 

社会参加 

担い手づくり     ネットワーク構築    ニーズと取り組みのマッチング 

市域に「地域支えあい推進協議会を発足」 

地域の 

支えあい活動を推進するために 

 コミュニティエリアに 

  「支えあい会議 ，地域支えあい推進員を配置」 17 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）① 

 ▶ 目的 



 ▶ 全体像 
柏 市 

地域支えあい推進協議会 

○○地域 

支えあい会議 

○○地域 

支えあい会議 

○○地域 

支えあい会議 

構成メンバー（地縁＋ＮＰＯ＋福祉事業者等） 

ふるさと協議会（地区社協）、町会、民生委員、ボランティア・
ＮＰＯ、地域包括支援センター、福祉施設・事業所等、支え
あい活動（生活支援）に関わる方。 

２０地域に設置 
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市域の会議が先行する形で，支えあい
の３つのテーマについて協議。 

推進体制 

▶ 現状把握と課題整理 

▶ 全体像の整理 ▶ 協議体とＣＯ 

生活支援サービス 

▶ 活動支援（補助基準） 

▶ 資源開発・人材育成 

   通いの場づくり 

▶目指す支えあいの形 

▶活動支援（補助基準） 

  見守りについて 

▶ 現状把握と課題の整理 

▶ 見守りの体制の検討 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）② 



各町会等の層への周
知が今後の課題 

関係機関・住民組織 （市と市社協で連携して実施） 

柏市ふるさと協議会連合会 

柏市社協 地区社会福祉協議会連絡会 

柏市民生委員児童委員協議会会長会議 

柏市老人福祉施設協議会 

地域包括支援センター センター長会議 

地域包括支援センター 介護予防支援担当者会議 

柏市介護支援専門員協議会 

２０エリアの 各ふるさと協議会 

H28年度 町会長会議 
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住民組織 （主に市社協が実施，必要に応じて市も実施） 

柏市非営利団体連絡会 

地区社会福祉協議会 

地区懇談会（地区別地域福祉活動計画推進） 

地区民生委員児童委員協議会 

 ▶ 支えあいの推進に向けた周知 

H27年度～H28年度 

その他の 
「支えあい」啓発の状況 
 

・広報かしわ H28.2.1号 
 「地域の支えあいを特集」 
 

・社協HP 
 「生活支援体制整備事業」を  
 掲載 
 

・介護保険パンフレット等 
 「たすけあい」「通いの場」 
 の活動団体リストを掲載 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）③ 



平成２８年度 

H28.04.25 

第１回 

▼ 

H29.02.03 

第４回 

 

平成２６年度 

平成２７年度 

H27.02.23 

第１回 

▼ 

H28.01.15 

第９回 

 

 ▶ 協議会の議論（市域） 

見守りについて 
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Ｈ２９会議の役割拡大 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）④ 

推進体制   ▶ 現状把握と課題整理 ▶ 全体像の整理 ▶ 協議体とＣＯ 

▶ 枠組み （ 訪問型サービスＡ 【かじサポ】， 

        訪問型サービスＢ 【たすけあい】） 

▶ 資源開発・人材育成 ▶ 活動支援（補助基準） 

生活支援サービス 

▶ 枠組み（一般介護予防） ▶ 活動支援（補助基準） 通いの場 

▶ 現状把握と課題整理  ▶ 見守り体制の検討 

▶ 見守りについての啓発 

 
▶ 生活支援体制整備事業（継続） 

▶ 柏市地域健康福祉活動計画策定 

▶ 地域協議会（社会福祉法改正による） 



支えあい会議での議論 

開催地域の実情に合わせ，主に 

     「たすけあい」から協議を開始 

 

 現状把握     情報収集・発信 

            支えあい活動検討 

                （見直し含む） 
            団体間の連携検討 

            人材確保・育成 
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 ▶ 支えあい会議と地域支えあい推進員 
項 目 状 況 

地域支えあい推進員配置 全２０エリアに配置（今年度新規１０地域含む） 

支えあい会議開催 全２０エリアで開催（今年度新規１０地域含む） 

支えあい会議開催回数 １回～５回（Ｈ２７年度からの累計） 

各地域での動き 

【具体的な取組】 
 ・アンケート実施（現状把握や周知目的） 
 ・たすけあい活動（立ち上げ，見直し） 
 ・研修・周知活動を実施 

 ・通いの場づくり（立ち上げ） 
 ・生活支援担い手養成講座実施 

 ・地区懇談会でテーマに取り上げ  など 

「地域支えあい会議」の参加者が地区社協・町会・NPO
など所属母体で支えあいの活動に向けた検討などを開始 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）⑤ 
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類型（開催頻度） 箇  所  数 運営費の補助基準 

月  １  型       １７２   運営費年２～３万円 （介護保険制度外※） 

週  １  型        ８   運営費年１０万円以内 

常設型（週４日以上）        ６   運営費年２４万円以内，家賃等６０万円以内 

計 １８６ 

常設型（開設補助） ３ （市）１００万円以内，（うち１件は（国）１１５０万以内） 

 ○ 柏市の「通いの場」活動への補助 （総合事業として実施：一般介護予防 ）  

類型（活動エリア） 箇  所  数 運営費の補助基準 

町会等エリア  １１   運営費年３万円以内 

コミュニティエリア  １０   運営費年１０万円以内 

複数コミュニティエリア  １３   運営費年１０～３０万円以内 

計  ３４ 

 ○ 柏市の「たすけあい」活動への補助 （総合事業として実施：サービスＢ）  

   

 ▶ 住民主体の支えあい活動に対する支援（１） 

※は社協助成：（財源）市社協住民会費，共同募金，市一般会計補助 

 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）⑥ 



 生活支援体制整備事業の取組み（地域支えあいの推進）⑦ 
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実施状況 内      容 

    Ｈ２８年１２月 
  通いの場基礎講座（４日間コース）  

 （他市の事例発表，フレイル予防の体験講義 等） 

   Ｈ２９年 ３月 
   通いの場フォローアップ視察研修（運営スタッフ対象） 

 （幸手のコミュニティ喫茶元気スタンド・ぷリズム）（予定） 

 ○ 柏市の「通いの場」活動へのその他の支援 

実施状況 内      容 

   Ｈ２８年１月～ 計８回   かじサポ養成（研修）（２日～４日間コース） 

     Ｈ２８年４月    たすけあいサービス作り方入門編（講座） 

   Ｈ２８年７月 
 たすけあい活動団体の事例発表会 

 （地域支えあい推進員の定例研修会を公開形式で実施） 

     Ｈ２９年２月    生活支援フォーラム 基礎講座 （予定） 

 ○ 柏市の「たすけあい」活動へのその他の支援 

   

 ▶ 住民主体の支えあい活動に対する支援（２） 



 参考）生活支援体制整備事業の取組み 

１ 生活支援体制整備事業 
 

ＮＰＯ，社協，地縁組織等と連携しなが
ら，多様な日常生活上の支援体制の
充実・強化及び高齢者の社会参加の
促進を一体的に図って行く事業 
（介護保険法第１１５条の４５第２項第５号） 

 

 

 

 

２ 柏市は市社会福祉協議会に
生活支援体制整備事業を委託 
 

 この事業を「地域の支えあい」を推進
する事業と捉え，高齢者の社会参加と
地域での役割意識を持てるように働き
かけることは，これまでも市社協が推
進してきた地域づくりに他ならないと考
えた。 

 

 

 

 

３ 地域の支えあい 
 

 この資料を作成するにあたって，次のように用
語を整理している。 

 「たすけあい」住民主体の訪問型のサービスＢ 

 「通いの場」 高齢者の身近に通える場所， 

          コミュニティカフェやサロン 

 「見守り」 高齢者の孤立化防止のため， 

        地域での見守り，行政の役割 

        の整理や啓発について今年度 

        市域の協議会で協議。   

 「支えあい」以上３つのテーマの他，地域づく 

        りの観点から，お互い様の関係 

        のあり方を「支えあい」とした。 
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